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　平成２０年４月より、任意継続組合員も組合員貯金に加入できるようになりました。     
　任意継続組合員の組合員貯金加入方法は、在職中に組合員貯金に加入しており、任意継続組合員になった後も引き続
き組合員貯金に加入できる「継続加入」と在職中に組合員貯金に加入していなくても、任意継続組合員になってから組合
員貯金に加入できる「新規加入」があります。
　組合員貯金は、皆さまからお預かりしたお金を共済組合が一括して、安全かつ効率的に運用することで収益金を得て、
それを貯金加入者の皆さまに利息として還元しており、現在のところ年利１．５％と市中銀行よりも高い利率を維持してい
ますので、任意継続組合員になる際には、組合員貯金のご加入をお勧めいたします。      
　任意継続組合員の組合員貯金の概要につきましては、下記のとおりとなりますので、退職予定されている方で、退職後に
おいても貯金加入を希望される方は、事前に共済組合事務担当課へ申し出ください。
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〜任意継続組合員の組合員貯金の概要〜
①貯金の加入者 
　任意継続組合員。
　※任意継続組合員の資格を喪失した場合は、解約していただきます。
②貯金の積立方法        
　任意継続組合員は、随時希望額（１円単位）を預け入れできる臨時積立のみです。   
③払い戻しおよび解約
　払戻日（送金日）については、次の表のとおり在職者と同じ取り扱いになります。

払戻日（送金日）
(休日の場合は前日）

締切日（共済組合必着）
(休日の場合は翌日）

一部払い戻し
毎月１０日 払戻月の前月２５日

毎月２５日 払戻月の１５日

解　　　　約 毎月２５日 解約月の１５日

・一部払い戻し
　「組合員貯金一部払戻請求書」を締切日までに、共済組合へ直接提出してください。
　払戻金は、給付金等振込口座指定届により登録された預金口座へ直接送金いたします。

※払い戻し口座を変更しようとする場合は、給付金等振込口座指定変更届が必要となりますので、共済
組合にご連絡ください。

・解約        
　「任意継続組合員貯金解約払戻請求書」を解約する月の１５日までに、共済組合へ直接提出してください。 
　解約払戻金は、「任意継続組合員貯金解約払戻請求書」により希望する預金口座に直接送金いたします。 
④貯金者の諸変更        

姓名が変わったり、任意継続組合員貯金申込書の提出時に、任意継続組合員貯金印鑑届による届け出
印を変更したりする場合は、「任意継続組合員貯金諸変更届」を直接共済組合へ提出してください。

⑤利息と残高の通知        
利息は、毎年９月と３月の末日に計算を行い、同日付で元金に組み入れ、１０月および４月の年２回「貯金
現在残高通知書（決算）」により、直接貯金者に送付いたします。

⑥残高の証明        
残高の問い合わせは「貯金残高証明願書」の提出があった場合に、文書により残高を証明し、貯金者に
直接送付いたします。        
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「年金からの保険料等の徴収について」
障害共済年金及び遺族共済年金並びに旧年金（退職年金等）の受給権者であって、一定の要件※に当て
はまる方につきましては、平成18年４月から介護保険料、平成20年４月から国民健康保険料および後
期高齢者医療保険料がそれぞれ特別徴収（年金から徴収）することとされています。

● ● 
年金まめ知識

● ●

※特別徴収の対象となる年金を複数受給されている方につきましては、国民年金の老齢基礎年金を第一順位とし、その後
の順位は次に掲げる年金保険者の順により一つの年金から特別徴収が行われます。

●●●●●● 特別徴収の対象者 ●●●●●●

65歳以上の第一号被保険者であって、年額１８万円以上の年金を受給している方

世帯内の国民健康保険被保険者全員が65歳以上75歳未満の世帯の世帯主（擬制世帯主を除く）であって、年額18
万円以上の年金を受給している方
ただし、介護保険料と国民健康保険料（税）の合算額が年金受給額の１／２を超える場合は、国民健康保険の特
別徴収の対象としません。また、国民健康保険組合の組合員についても特別徴収の対象としません。

『介護保険料』

『国民健康保険料』

長寿（後期高齢者）医療制度

75歳以上（一定の障害があると認定された方は65歳以上）の被保険者のうち、年額18万円以上の年金を受給している方
ただし、介護保険料と長寿医療（後期高齢者医療）制度の保険料の合算額が年金受給額の１／２を超える場合は、
長寿医療（後期高齢者医療）の特別徴収の対象としません。

これらの特別徴収については、市区町村からの依頼により全国市町村職員共済組合連合会が行っているものです。
よって、徴収額等についてのお問い合わせはお住まいの市区町村担当課へお願いいたします。

年金保険者の
優先順位

①社会保険庁　②国家公務員共済組合連合会　③農林漁業団体職員共済組合
④日本私立学校振興・共済事業団　⑤地方公務員共済組合

　７０歳〜７４歳の方に係る医療費の自己負担割合は、現役並み所得者を除き平成２０年４月から法令上２割負担と
されましたが、政府の凍結策により平成２１年３月まで１割負担に据え置く措置が講じられています。この措置が平成
２２年３月まで更に１年間継続されます。

○７５歳になる月の自己負担限度額について
　高額療養費の自己負担限度額は、従前、医療保険ごとに月単位で適用されるため、７５歳になる誕生月には、それまで
加入していた医療保険と長寿(後期高齢者)医療制度でそれぞれ自己負担限度額まで負担(一般の場合：４４，４００円＋
４４，４００円=８８，８００円)していましたが、見直しにより他の医療保険から長寿(後期高齢者)医療制度に移行する誕
生月(７５歳の到達が月の初日の場合は除く)に限り、平成２１年１月から各医療保険での自己負担限度額が２分の１(一般
の場合：２２，２００円＋２２，２００円=４４，４００円)となります。

○自己負担割合について
　長寿(後期高齢者)医療制度の自己負担割合は、１割負担ですが現役並み所得者は３割負担とされています。
　しかし、判定基準の改正により一部の方については、世帯構成及び収入が変わらないにもかかわらず現役並み所得者と判定さ
れることから、一定の要件に該当する場合は申請により平成２１年１月から自己負担割合を従前と同様に１割に軽減されます。
　※長寿(後期高齢者)医療制度の内容等については、奈良県後期高齢者医療広域連合または居住地の市町村窓口へお問い合わせ願います。
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